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青森県では、「保健 ・医療 ・福祉包括ケアシステム」の

構築を進める中、利用者が病院から地域へとスムーズに

生活の場を移行するために「橋渡 し」の機能を担 う、「橋

渡 しナース」の養成 ・普及 ・定着化に取 り組んできた。

本研究は、特に 「橋渡 しナース」の活動の成果 を明 らか

にし評価することを目的 としており、今号で 「橋渡 しナ

ースの導入 ・育成 について」、次号で 「橋渡 しナースシ

ステムの評価について」と、2回 にわたって報告する。

青森県の保健 ・医療 ・福祉包括ケアシステムの概要

1.青 森県の保健 ・医療 ・福祉包括ケアシステム

青森県では、1997年 度か らすべての住民が住み慣れた

地域で安心 して生活できることを目指 し、保健 ・医療 ・

福祉のサービスを一体的に提供する 「保健 ・医療 ・福祉

包括 ケア システム」の構築 を推進 して きた。保健 ・医

療 ・福祉包括 ケアシステム とは、地域のすべての住民を

対象 とし、住民が生涯にわたり健康で安心 した生活が送

れるよう、健康づ くりや生 きがいづ くり活動、地域の助

け合い活動を取 り込み、保健 ・医療 ・福祉のサービスを、

必要な時に一体的に提供するために、サービス提供に関

わる機関が連携を図るシステムであり、住民の最 も身近

な市町村を基本単位 として構築するものである。

これまで保健、医療、福祉の各領域か ら住民それぞれ

に必要なサービスの提供が行われ、住民は、必要なサー

ビスごとにアクセスする必要があった。このシステムは、

保健 ・医療 ・福祉の3つ が連携を図 り、医療機関の利用

者が医療 ・保健 ・福祉 という区分にとらわれず、いずれ

も 一つの窓口で相談をし、一体的なサービスの提供を受

けることがで きるための仕組みである。

このサービスの目的は、「住民のQOL」 を高め、それ

に向かって保健 ・医療 ・福祉それぞれの専 門職、サービ

ス提供者が必要なことを考え、役割を果たし、専門的サ

ービスを提供 していくことである。

しかし、保健 ・医療 ・福祉包括ケアシステムの構築に

当た り、挙 げられた課題 は医療 機関 との連携の確保で

あった。

そこで、包括 ケアシステム構築の一環として、医療機

関と地域(他 医療機関、保健、福祉、在宅等)と の連携

強化 を目指 し、医療機関の利用者が円滑に生活の場を移

行するための 「橋渡 し」を行 う仕組みをつ くり、そ して、

医療機関においてこの機能 を担 う看護職員 として 「橋渡

しナース」の養成 ・普及 ・定着化 に取 り組んで きた。

2.橋 渡 しナ ース

【図1】 橋渡 しサービスの理念
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橋渡 しナースとは、利用者や患者が、ある施設から他

の施設(病 院か ら病院、あるいは福祉施設等)へ 、ある

いは在宅へ など、移行期に関わる看護職員をいい、その

移行 をスムーズに行 うために必要なサービスを提供 し、

3つ の理念、すなわち、「シームレスな(つ ぎ目のない)

サービス」「セク トレスな(領 域 にこだわらない)活 動」

「エンドレスな(と ぎれない人の輪 ・和)サ ービス」を提

供することを目的とした(図1)。
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【図2】 橋渡しナースの役割
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医療機関の利用者が円滑に地域での生活

に移行でき、地域において適切なケアや 住民のQOL維 持 ・向上

サービスが受けられる

【図3】 連携窓ロ ・担当者を有する病院数
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そ して、橋渡 しナースの役割は、①医療機関の利用者

の意向を重視した退院調整を行 う、②在宅療養支援 を行

う、③保健 ・福祉 ・他医療機関の関係者からの相談窓口

となる、④その他、各施設の特徴を活かした活動を行う

ものである(図2)。

3.地 域連携の実態

2002年 に実施 した県内の地域連携 についての調査に

よれば、全病院110施 設(調 査当時)の うち、地域 との連

携 機能 を担 う窓 口や担 当者 を有す る病 院 は64施 設

(58.2%)で あり、その担当者は、看護職員38施 設(34.5%)、

事務職員15施 設(13.6%)、MSWI5施 設(13.6%)で あった。

一方で、地域 との連携の必要性について 「必要である」

と回答 したのは、106施 設(96.4%)で あり、連携のため

の部署等の必要性 について 「必要である」と回答 したの

は、97施 設(88.2%)で あった。

しかし地域 との連携の必要性 を認識していても、その

機能を担 う窓口や担当者を有する施設は6割 弱であった。

また、地域連携の担 当を看護職員が担 うことについて

は、「適当である」67施設(60.9%)、 「どちらともいえな

い」36施設(32.7%)、 「適当でない」5施 設(4.5%)で あ

り、そのための看護職員の養成について 「必要である」

と回答 したのは89施 設(80.9%)で あった。

このような実態 を踏まえ、2002年 度か ら2004年 度の3

力年 にわた り、「橋渡 し」を行 う仕組み をつ くり、そ し

て医療機関においてこの機能を担 う看護職員として 「橋

渡しナース」の養成 ・普及 ・定着化に取 り組んだ。

その結果、2005年3月 現在、全病 院109施 設のうち、

地域 との連携機能を担 う窓口や担当者を有する病院は91

施設(83.5%)と なり、その担当者は、看護職員50施 設

(45.9%)、 事務職 員17施 設(15.6%)、MSWI5施 設

(13.8%)と なった(図3)。
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【図4】
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4.大 学 ・行政 ・臨床の研究連携と全体像

この取 り組みは、青森県健康福祉部、青森県立保健大

学、および臨床 と共同 した橋渡 しシステム導入と橋渡 し

ナース(職 員)育 成に関する官学連携の取 り組みである。

青森県健康福祉部は政策立案 と実施を行い、青森県立

保健大学は調査 ・研修企画 ・運営支援、組織運営支援、

評価 について検討を行った。そして、臨床として、2002

年度はむつ下北地域での研修、お よび拠点病院での シス

テムの運用開始、2003年 度は西北五地域での研修お よび

拠点病院での組織づ くりとシステムの運用開始、2004年

度は残 る4地 域(青 森、上十三、八戸、津軽)で の研修

を行い、全県での橋渡 しシステムの促進を行った。

この取 り組みは、①実態把握、②人材開発、③組織運

営支援、④ネットワーク化、⑤評価を柱としている(図4)。

実態把握では、県内すべての病院を対象に医療機関か

ら地域への連携に関するア ンケー ト調査を実施 した。調

査内容は、医療機関か ら地域への連携のための部署 ・窓

口 ・担当者の設置の有無、関わっている職種、地域連携

の必要性 について、などとした。

また、すでに橋渡 しを担う部門等が機能している施設

の担当者にヒアリング調査を行い、橋渡 し業務 ・活動の

実際を明 らかにし、「橋渡 しナース」の役割 について検

討を行った。

人材開発は、橋渡 しナース(職 員)養 成研修、橋渡 し

担当者研修、 フォローア ップ研修、および研修の実績を

踏まえた橋渡 しナース養成カリキュラムの作成を行 った。

組織運営支援では、拠点病院における地域連携室開設

支援や開設準備のためのニーズ調査に当た り、調査計画、

実施、分析 と組織計画立案支援 を行った。

また、調査 を基にしたニーズ検討により、当該病院に

おける 「橋渡 しナース」システムの導入のあ り方(組 織

デザイ ン)について検討 した。
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ネットワーク化では、むつ下北地域において、看護職

を中心 とした橋渡 し窓口のネ ットワー クづ くりを行い、

その成果について検討した。また、県内の橋渡しを担 う

看護職員を中心 とするネッ トワークづ くりのため橋渡し

担当者連絡会を開催 し、ネットワーク構築支援を行った。

橋渡しナース育成研修プログラムの開発と実施

2002年 度および2003年 度に実施した、橋渡しナース養

成研修の実績を基に、橋渡しナース育成研修プログラムの

基盤として活用することを前提に、研修の目的、ねらい、

科目 ・科 目概要 ・教育方法 ・時間数、評価などを始めとす

る検討を行い、カリキュラム(全13科 目690分)を 作成した。

1.研 修の目的

病院組織の中で橋渡 しナースの役割を担 う看護職員と、

その機能を活用する看護職員、お よび地域での包括ケア

システムの推進者を育成するための教育プログラムであ

る。また、研修を通 して、橋渡 し担当者のネ ットワーク

づ くりも意図している。

橋渡 しナースの機能は、①医療 と保健 ・福祉の問の橋

渡 しを行う、②在宅療養支援、③介護支援専門員などか

らの相談窓口となる、④その他、各施設の特徴を活か し

た活動を行う。

2.研 修対象

橋渡しナースの活動を実現するためには、①橋渡しナー

ス、②橋渡しナースの活用者、③地域での包括ケアシステ

ムの推進者(地域の保健師)、の機能が必要であり、本プロ

グラムの対象者は、それらの3つ の役割を担う者とした。

3.獲得してほしい能力

① 調整能力

② 在宅看護提供の能力

③ 社会資源活用の能力

④ 橋渡し部門のマネジメント能力

⑤ 病棟看護師への支援能力、調整能力

4.能 力獲得のために必要な知識

① 保健医療福祉制度についての理解

② 包括ケアシステムについての理解

③ 介護保険の知識

④ 地域連携のあ り方

⑤ 地域のネットワークの活用

⑥ 橋渡し機能の理解

⑦ 訪問看護の知識

⑧ 在宅での看護ケア提供に関する知識

⑨ 相談、指導の方法

⑩ スクリーニ ングの能力(橋 渡 しの対象者をスクリーニ

ングする)

⑪ 退院調整の方法

⑫ 地域の資源の活用

⑬ 退院指導のアセスメントと退院指導

⑭ ネットワークのつ くり方

⑮ 他部門との連絡調整

⑯ サービスを統合的に提供するための支援や助言がで

きる能力

⑰ 連絡調整の方法

⑱ 提供 したサービスの評価、報告、啓蒙活動の方法

⑲ ニーズに合ったサービスを創造 し変革する能力

⑳ 橋渡 しナースの機能を活用するための地域への啓蒙

活動ができる能力

5.ね ら い ・科 目 ・科 目概要 ・教育方法 ・時間数

教育 内容の ね らい ・科 目 ・科 目概 要 ・教 育方法 ・時 間

数 は、表1(p.102)に 示 す。

6.評 価方法

① 受講者か らのア ンケー ト

② 受講修了者のその後のフォローアップ

③ 橋渡し担当者連絡会を通 した活動状況の把握

7.受 講者の条件

・臨床の実務経験を有すること

・倫理的配慮ができる人

・問題解決思考力がある人

・リーダーシップを発揮できる人もしくはリー ダーシッ

プの獲得に意欲のある人

・交渉力のある人もしくは交渉力の獲得に意欲のある人
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【表1】 橋渡 しナース養成カリキュラム

ねらい 科目 科目概要 方法 時間(分)

包括ケアシステムの充

実を図る目的で、医療

機関の利用者が円滑に

在宅での生活に移行で

きるために必要となる

橋渡 しナースについて

の概要を理解する

包括ケアシステム

と橋渡しを担う

ナースの必要性

・わが国の保健医療福祉政策の方向性(厚 生労働省の基本方針 ・医療制度改革 ・患者を

取り巻く社会的状況の変化など)
・包括ケアシステムの概念(包括ケアシステムの考え方、包括ケアシステム推進のため

の組織体制、ネットワークなど)と現状、地域の持つ課題について
・地域(管 内)の保健医療福祉の現状と課題

・橋渡しナースの役割や機能、組織における位置づけ、組織的基盤など

講義 60

橋渡 しナースとして必

要な基礎知識について

理解を深める
・地域の資源活用に

ついて
・在宅看護の提供に

ついて

・他部門(院 内 ・院

外)と の調整につ

いて
・情報提供について

継続看護のあり方 ・患 者の ゴール につ いて

・継 続看護 のポ イ ン ト

・地域連携 の ポイ ン ト

・継 続看 護に お ける看 護職 の役割

講義 30

橋渡 しを担うナ
ースの基礎知識

・橋 渡 し部門 を中心 と した連携 システ ムに つい て

・橋 渡 しナ ースの活 動=外 来患者 と家族 、入院患者 と家族 、退 院支 援 とスクリーニ ング

・橋渡 しナ ースの役 割 と必 要 と され る能 力

講義 30

介護保険 ・福祉

サービスについ

ての知識

・介護保 険制度 と介 護保 険サ ービスの種 類 ・内容 につ いて

・活用 で きる福 祉 サー ビスにつ い て

講義 60

地域の資源と

その活用

・地域における社会資源について

・資源活用のための問い合わせ窓口やサービスについて

資料

保健医療福祉関係機関一覧(医療機関、社会福祉施設、関係団体等)

保健関係資料(結核予防関係、難病関係、精神保健福祉関係、保健事業)

福祉関係資料(介護予防生活支援事業、社会福祉協議会の事業、民生委員、児童委員、

身体障害者相談員、知的障害者相談員)

資料提供 30

退院調整の方法 ・退院調整の具体的内容(退院調整とは、退院計画、退院調整のプロセス、退院調整の実際)
・他部門との連絡調整の実際

・院内看護職への指導 ・助言

講義

事例紹介

90

在宅での看護

ケア提供に

関する知識

・在宅療養支援のポイント

・療養環境の違い(医療施設と在宅)とその影響

・橋渡しナースが行う在宅療養支援

・訪問看護の知識

講義

事例紹介

30

相談 ・指導の

方法

・相談に必要な情報

・面接時のポイント(プライバシーの確保、どこまで関わるかを明確に説明する、事前

情報の確認、プランをいっしょに立てる、関連職種への情報提供の了解を得るなど)
・相談の手順

・指導のポイン ト(対 象者の状況の確認、在宅に適した方法の選択、対象者のペース

にあわせる、意思決定の支援、手技確保のための段階的指導、フォローアップなど)
・医療看護相談室の現状

講義
事例紹介

60

サー ビスの評価 ・対象者のニーズの把握

・対象者の満足度
講義 60

地域連携を促進

するための資源

の創出と活用

・対象 者 ニーズの アセ ス メン トの方 法

・活用 で きる資源 のア セス メン トと新 たな資源 の創 出

講義 60

情報提供に

ついて

・情報選択と情報提供

・情報提供のために必要な情報(誰 に、

象者 ・地域)

どのような情報を提供するのか一病院内 ・対

講義
事例紹介

30

橋渡し部門のマネジメ

ントについて学ぶ

橋渡し部門の

マネジメント

・組織 化

・事 業計画 、事業 評価 、報告
・職 務設計

・交 渉術 ・啓蒙活 動

講義 30

事例を通 して橋渡し機

能の実際を学ぶ

事例を通して各自の課

題解決の方策を考える

事例検討 ・橋 渡 し機 能 を必要 とす る事例 を用 い、各 自の役割 を学 ぶ

・活 用 で きる地域 の 資源 、保 健 サー ビス、福祉 サ ー ビスな どの活用方 法 を学ぶ

・在宅療 養支援 につ い て

・他 部門 ・他職種 との連携 につ いて

・退院調 整 につい て

・相談 ・指導 につ いて

・演習(グ ル ー プワー ク)を 通 して、地域 のネ ッ トワー ク形 成 をはか る

グループ

ディスカッ
、 、*
ン ヨ ノ

120

690

*ク ループ編成 は、施設や役割が異 なるもの同士 が互いの立場を理解 しなが ら、自己の役割に気づけるような編成が望 まれる。

学習者の立場や経験 などのレディネスにより地域資源の活用、在宅療養支援、他部門 ・他職種 との連携 などに焦点を当て、それぞれの講義終了後に行 う場合やすべての講義終了後に統合的

な事例 を用いて行 う場合などが考 えられる。
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青森県における包括ケアシステムの構築に向 けて一 その1 医療機関における 「橋渡 しナース」システムの導入 と育成に関する研究

8.研 修の実際

2002年 度はむつ下北地域、2003年 度は西北五地域 、

2004年 度は青森、上十三、八戸、津軽の4地 域において、

橋渡 しナース(職 員)養 成研修を開催 した。受講者延べ

数1,242名 、受講者の所属 は230施 設に上 り、病院につい

ては63施 設(県 内病院の57.8%)か らの受講があった。 ま

た、看護職員の受講者実数は362名 となった。

2004年 度末の調査によれば、研修受講後 受講修了者

を「患者 ・家族からの相談窓口担当にしている」45施 設

(71.4%)、 「他機関か らの連絡窓口担当にしている」41施

設(65.1%)で あ り、人材開発への貢献が示唆されている。

1お わりに

以上、青森県の保健 ・医療 ・福祉包括ケアシステムの

概要、青森県立保健大学 において取 り組んだ研究概要、

特に実態調査 と人材開発の取 り組みについて紹介した。

次回は、病院における橋渡 しシステムの評価を中心に

紹介する予定である。

なお、本研究のうち評価の検討は 「平成15年 度 日本看

護協会出版会研究助成金」、その他 は 「青森県立保健大

学健康科学特別研究助成」(平成14年 度～16年 度)に よる

ものである。
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日本看護協会出版会助成研究

保健 ・医療 ・福祉の連携を促進する
システムー病院における橋渡し

ナースのサービス提供とその成果
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